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放送アーカイブを広く公開・活用するうえで大きな障壁となっているのが「権利者不明問題」である。放送番組
はたくさんの著作物によって成り立っているが，権利者と連絡がとれないために権利処理ができず，再利用を断念
するケースが多く発生している。デジタル・ネットワーク技術の普及によって大量に情報が流通する現在，この権
利者不明問題は放送アーカイブ活用に限らず，あらゆるジャンルの著作物利用に共通の悩みとなって久しい。こう
した中，2018年 6月，TPP関連法が成立し，著作権保護期間が従来の死後 50年から70年に延長されたことで，
権利者不明問題が長期化・深刻化する懸念が高まっている。

本稿では，放送アーカイブ活用を促進する視点から，シリーズで権利者不明問題の解決に向けた糸口を探してゆく。
前編では，法改正の内容や国際的な動向，放送アーカイブの権利処理の現状をリポートする。

あろう。一方，著作物を利用する側に立てば，
利用しづらくなることは否めない。権利が存続
している以上，その著作物を使用したければ
事前に権利者から許諾を得る，すなわち権利
処理を必要とするのが著作権法の大原則だ。
保護期間が満了すれば許諾なく使用できるの
だが，今回の「70 年延長」によって，「今後 20
年間，保護期間が満了する著作物は発生しな
い」状況が生まれる。

このことが古い作品の利用にブレーキをか
ける懸念へとつながっている。

放送局は，制作した放送番組そのものの権
利者である一方，番組を制作する際には多数
の著作物を使用する側，すなわち「許諾を得な
ければならない立場」にある。また，かつて
放送した番組・ニュースや映像・音声素材（こ
れらを以下「放送アーカイブ」と総称する）は，
インターネット配信を筆頭に，学術研究や地
域活性化など，新たな発信・活用が期待され
て久しい。だが，そのためには，個々のコンテ

 1. はじめに

森友問題に絡む財務省の決裁文書改ざん，
廃棄。加計問題での「会った」記録と「会わな
い」記憶の応酬。双方とも首相の関与の有無を
めぐり，2018 年春の通常国会は迷走した。

この狂騒曲の中，TPP＝環太平洋パートナー
シップ協定の関連法 1）が6月29日，成立した。
貿易の自由化を進めるTPPの項目には著作権
も含まれ，協定の発効を待つばかりとなった。
これにより，日本での著作権保護期間は，著
作者の死後70年，あるいは作品の公表後70年
に延長となる。従来，ほとんどの著作物は保護
期間が50年であったが，すでに保護期間を70
年以上としている欧米など諸外国からの要請，
また国内の著作権管理団体からの長年の要望
がついに実現することになる2）。

文学や音楽，映像，絵画，写真，さらに
演技や演奏・歌唱など，著作権に関わる権利
者にとっては，権利の拡大として喜ぶべき話で
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ンツの中で使用している膨大な著作物につい
て，改めて権利処理を行わなければならない。
過去の番組に関わる著作権は，著作者の所
在がわからない，著作者が亡くなっていた場
合の権利継承者がわからない，そもそも権利
者が誰なのかがわからない，といった事態が
往々にして発生する。権利処理を行おうにも，
最初の一歩で躓

つまず

いてしまうのだ。
いわゆる，権利者不明著作物の問題（以下

「権利者不明問題」）である。これは放送アー
カイブ活用に限らず，著作物利用すべてのケー
スに共通する課題だ。デジタル・ネットワーク
の発達による「情報量の爆発的な増大と情報
の内容の多様化」3）の渦中で，利用者の多く
が権利者不明問題に苦慮している。

これは，今回の保護期間延長の前から長引
いている問題であり，解決がいっそう急がれ
る状況となった。

日本には，権利者不明等の場合に，文化庁
長官の裁定を受けることで，適法に著作物が
利用可能となる制度（以下「裁定制度」）があ
る 4）。しかし，手続きが煩雑で一定の時間を
要することなどから，この制度の利用者が極
めて少ない状況が続いていた。

近年，文化庁は裁定制度の手続きの簡便化
に取り組みながら，文化審議会などでの議論
を通じて，権利者不明問題に対するより効果
的な制度の導入について検討を続けている。

特に注目されるのが，欧州で制度化が進む
「拡大集中許諾制度」だ。所在不明の権利者
（以下「不明権利者」）を含むあらゆる権利者の
著作物について，この制度に則した団体があら
かじめ使用の許諾を出すという構想である。こ
れに同意しない権利者は，自ら「No」を通知す
る，いわゆる「オプトアウト（離脱）」する必要

がある。従来の，権利者自身が許諾の可否に
ついて選択できる「オプトイン」の発想からの
大きな転換となる制度だ。だが，この制度には，
法的正当性などへの疑問の声も多く，日本で
はいまのところ実現のめどは立っていない。

本稿は，著作権保護期間延長が決まったい
ま，放送アーカイブ活用の観点から，権利者不
明問題をめぐる動向と課題，そして展望につい
て，2回シリーズで論じていく。

前編では，まず，このたびの保護期間延長
の内容と国際的動向を概観したうえで，主題
として，放送アーカイブ活用とその権利処理の
現状をリポートし，保護期間のあり方について
考察を行う。

次号に掲載予定の後編では，権利者不明問
題に対応する裁定制度の現状と，拡大集中許
諾制度をめぐる議論のポイントを，放送アーカ
イブ活用の視点から分析する。さらに，権利
者団体自らが行う問題解決のための実践的な
試み「オーファンワークス実証事業」の成果を
伝え，まとめとして，放送アーカイブ活用促進
に向けた筆者なりの試案を提示する。
「権利者の利益」と「利用の円滑化」をいか

に両立させるか。著作権にとって永遠の課題
を，前後編を通して考えていきたい。

なお，権利者不明問題については，海外で
は「Orphan Works（オーファンワークス＝孤
児著作物）問題」などの呼び名があり，日本で
も用語が複数存在するが，本稿では「権利者
不明問題」を主として用いることとする。

 2. 「著作権70年」法改正の内容

今回のTPP関連法によって改正される著作
権法上の保護期間延長の内容を見てゆく。ま
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ず，著作権を保有する者は以下の2通りに大
別される。

（1）著作権　文芸・美術・音楽等の「著作者」
（創作者）および，著作者から著作権を譲
渡された者（以下「著作権者」）の権利。

（2）著作隣接権　歌唱・演奏や演技などを行
う「実演家」，音源を収録したレコード製
作者，そして放送・有線放送の事業者の
権利。著作隣接権とは，「著作物などを公
衆に伝達した者の権利」と考えればよい。

今回改正される保護期間で，主に放送と関
わる箇所は以下の通り。

（1）著作権　

著作者の生存中および死後50年まで保護さ

れていたのが，死後70年まで延長 5）

・ 無名（公表に際して著作者名を表示しな
い）や変名（ペンネームや雅号）の著作物，
および団体名義の著作物については，公表
後50年から70年に延長。

・なお，「映画の著作物」の保護期間について
は，すでに公表後70年までとなっており，
今回の改正での変更はない。

（2）著作隣接権　

実演家は実演後50年，レコード製作者は発

行後50年まで保護されていたが，どちらも

70年まで延長 6）

・ただし，放送・有線放送事業者の権利につ
いては，放送・有線放送後50 年のまま。

また，放送アーカイブにも関わりの深い，古
い時代の著作物利用に影響する改正がある。

「著作隣接権（歌唱・演奏の実演およびレコー
ド）についての経過措置」の期間も50 年から

70 年に延長されたことである7）。
1970（昭和45）年以前の旧著作権法（以下

「旧法」）では，著作隣接権の規定はなかった。
歌唱・演奏の実演とレコードは「著作権」とし
て保護され，保護期間は「著作者（歌手や録
音者など）の死後30 年」（団体名義は発行後
30 年）であった。現行著作権法（以下「現行
法」）の施行（1971年）に際し，権利が存続し
ている実演家，レコード製作者の保護期間は
死後30 年のままとなった。つまり，実演家が
長寿であれば旧法時代の歌唱・演奏はその分
長く保護される。ただし，以下のような「経過
措置」が規定された。旧法の保護期間（死後
30 年）が現行法の著作隣接権の保護期間より
長い場合は，旧法の保護期間満了まで権利が
存続するが，現行法によって新たに保護され
る実演等との均衡を考慮して，これまで「現行
法施行後50 年（2020 年末）」をもって打ち切
るとされていた。しかし，今回の改正で「70 年

（2040 年末）」までに延長された。
昭和の人気者・植木等（2007年没）を例に

挙げて説明しよう（図1）。植木は1960年代
（旧法下）のヒット曲が多い。1962年に実演さ
れた『ハイそれまでョ』の場合，彼の死後30
年にあたる2037年末まで権利が存続する計
算になるが（図1①），経過措置の規定により，
現行法施行後50 年の2020 年末で打ち切られ
るはずだった（図1②）。権利消滅まであと1
年数か月，というところであったが，今回の改
正が早期に施行されれば，結局2037年末ま
で権利は存続することとなる（図1③）。なか
なか「ハイそれまでョ」とはならないのだ。

この際さらに，著作権保護期間に関して，
日本にとっての長年の足かせである外国の著
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図 1　植木等の歌唱『ハイそれまでョ』保護期間
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作物の「戦時加算」8）が，TPPでも解消されな
かったことに触れておこう。戦時加算とは，第
2次世界大戦の戦勝国（英・米・仏・豪などの
連合国）の国民が「第2次世界大戦前，また
は大戦中に著作権を取得した作品」を，敗戦
国である日本国内で使用する場合，開戦（日
本は1941年12月8日），または著作権を取得
した日から連合国の各国との平和条約が発効
する前日までの実日数分が，通常の著作権保
護期間に加算される規定である。

例えば，アメリカの戦時加算日数は3,794日
（約10年5か月）だが 9），アーネスト・ヘミング
ウェイ（1961年没）の場合，1952年発表の『老
人と海』は死後50年が経った2011年末に著作
権が消滅した。しかし，『武器よさらば』（1929
年発表）など第2次大戦前，および大戦中に
発表した作品は，戦時加算の対象であるため，
最大で2022年まで著作権が保護される。同じ
著作者でも発表の時期により「権利が切れてい
るものと切れていないもの」が混在する問題は
据え置きとなり，この点だけで見れば，「戦後
はまだ終わっていない」状態である。

 3. “著作権70年”への国際的潮流
      ～「作品」から「商品（貿易品）」へ～

ここ20 年余り，著作権を含む知的財産権
は，他の輸出入関連産業とともに，貿易交渉
の枠組みに含まれるようになった。日本はその
都度，アメリカなど各国の厳しい要求にさらさ
れている。文化庁の国際著作権課長などを歴
任した岡本薫氏は，これを「著作権問題の国
際政治問題化」と称した 10）。

GATT（関税及び貿易に関する一般協定）
ウルグアイ・ラウンド交渉の結果，1994 年に
採択されたTRIPs協定は，その端緒と言えよ
う。TRIPs協定の邦訳は，「知的所有権の貿
易関連の側面に関する協定」11）。アメリカが，
著作権も自国にとって貴重な貿易品だと意識し
て，交渉を主導し続けた。

保護期間についても，1948 年のベルヌ条
約・ブラッセル改正 12）に則り，多くの国が「死
後50 年」であったが，近年，欧米を中心に期
間延長が進んでいる（図2参照）。そして，他
国で使用される際に許諾権を行使して「貿易
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図 2　各国の著作権保護期間 変遷
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収入」を上げるべく，交渉の場で自国同様の
保護期間に引き延ばすよう要求する。TPPは
この文脈の中にある。

日本でも，文化審議会などでたびたび保護
期間延長について議論されてはいたが，それ
により恩恵を受ける権利者はごくわずかである
などの反対論・慎重論が根強かった。しかし
今回のTPP交渉に臨んで以降，急ピッチで70
年延長へとシフトした。ちなみに，日本の著
作権等使用料の国際収支は8,766 億円の赤字
であり，その額は増加傾向にある。

ここでは，EUとアメリカの著作権保護期間
延長の事情を，それぞれの法的スタンスと合
わせながら検討する13）。

①単一市場の実現に向けた指令 ～ EU ～

1993 年のEU指令 14）で，著作権保護期間の
死後70 年延長が打ち出された。EU加盟各国
の域内での商品の自由な移動を確保し，市場
の円滑な運用を図ることが，その目的である。

議論の段階で，すでにドイツが死後70 年を
採用していた。EU内で保護期間を統一する

なら，ドイツがまた50 年に戻る選択肢もある
にはあるが，そうなるとドイツ国内の権利者が
いったん獲得した権利を縮小させることにな
り，混乱をきたすのは目に見えている。そのた
め「期間の長い国」に合わせる判断に至った。

一般に，ヨーロッパ大陸の著作権法はrights 
of author（著作者の権利）を重視する傾向が
強いとされている。しかし，このEU指令は，
権利の保護・強化というより，EU単一市場の
完成という至上命題の実現を重視した成果と
言える。

②不死身のミッキーマウスと「登録制」

　　　　　　　　　   　　　～アメリカ～

アメリカが著作権保護期間を死後70 年に改
正したのは1998 年，「ソニー・ボノ著作権保
護期間延長法」の成立によってである。併せ
て，職務著作物（例えば劇場版映画のように，
法人が権利を保有する著作物）に関しては「公
表後95 年」にまで延長された。

この法律は「ミッキーマウス保護法」と揶揄
される。ウォルト・ディズニー（1966 年没）が
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生み出したキャラクターのミッキーマウス（職
務著作物）の公表後75 年（アメリカでの従来
の保護期間）が近づいたタイミングで，ロビー
活動が強力に展開されたからだ。

ディズニーのほか，映画や音楽などアメリカ
のコンテンツ産業は絶大な影響力を持つ。古
い作品であっても世界中で愛され続け，経済
的価値が衰えないものは数多い。その牽引力
に，膨大な数の権利者不明作品が歩調を合わ
せる格好になる。

ただし，ここで注目しておきたい点がある。
アメリカでは著作権の「登録制」（方式主義）
を積極的に採用していることだ。

著作権は，多くの国々が「無方式主義」を
原則としている。日本の著作権法でも「著作
者人格権及び著作権の享有には，いかなる方
式の履行をも要しない15）」と明記されている。
つまり，著作権は作品を創った段階で無条件
に発生するので，特許や商標のような「登録」
をしなくても，権利は守られるという理念を採
用しているのだ。

しかし，アメリカは自国内の著作物につい
て，連邦議会図書館内の著作権局に登録をす
ることが，著作権侵害などの裁判での権利行
使の要件と定めている。そのため，登録は年
間60万件以上あり，作品と権利者の情報の紐
づけが比較的容易な環境となっている。登録
制が，保護期間延長による不都合を緩和して
いる側面は大きいと言えよう。

　

 4. 放送アーカイブ活用と
　　　　　　　　権利処理の現状

NHKが保有する放送番組とニュースの映
像・音声は，2017年度末の統計で番組96万

9,000本，ニュース759万4,000 項目。
放送アーカイブの活用・公開は年々盛んに

なっているが，公開されている放送アーカイブ
は上記のごく一部にとどまっている。

保護期間が満了し，権利が消滅していれば
許諾なく使用できるが，その1本1本が多数の
著作物（著作権者）によって成り立っている放
送アーカイブは，いかに古い番組でも，その
中に一人でも権利が存続している者がいて，そ
の所在が不明，もしくは許諾が得られなけれ
ば，公開することはできない。

ここではまず，NHKの放送アーカイブでま
もなく公表（放送）から50 年を迎える番組を
例に，著作権保護期間について解きほぐし，
次に，放送アーカイブの活用・公開の状況を
概観する。章のむすびに，権利処理実務の現
場取材の報告を行い，課題を抽出する。

4-1  番組例で見る著作権保護期間
著作権保護期間は，著作者が死亡した，あ

るいは著作物が公表された年の「翌年の1月1
日」から起算する。法改正前の現段階では50
年後の12月31日までとなる。

仮の 事 例として，1970 年 放 送 のNHK大
河ドラマ『樅の木は残った』の全編を，今年

（2018 年），放送以外の何らかで再利用する前
提で検討する。原作，脚本，音楽，演奏，出
演者……，実に多くの権利処理を要する。

最大の「難関」は，相当な人数に達する出演
者（実演家）だ。著作隣接権者のため，「公表

（放送）後50年間」が権利存続期間となる。再
放送であれば許諾は不要で出演料を支払うの
みだが 16），配信など別の利用目的では，公表
後48年にあたる現在は許諾が必要な対象だ。
平幹二朗，吉永小百合をはじめとする豪華キャ
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ストの中には，物故者や，すでに芸能界を引
退しているなどの理由で，連絡先がわからない
不明権利者もいる。2021年を迎えれば許諾が
不要となるはずであったが，このたびの保護期
間延長で，2041年までその恩恵はない。

原作（著作者）の権利存続期間は「死後50
年間」。原作者の山本周五郎は1967年2月14
日に亡くなったため，翌1968年1月1日から数
えて50年間，つまり2017年12月31日で保護期
間を満了した。今年に入って山本の作品使用
に許諾は不要となっただけに，なおさら不明権
利者の存在が重く感じられることになる。

このほかにも，大河ドラマ『天と地と』（1969
年），歌謡番組『ステージ101』（1970年）など，
当時話題となり，まもなく放送後50年を迎え
る番組は数多あるが，それを利活用する際，
同様の問題が伴う。

4-2  放送アーカイブ公開状況
ここからは，NHKでの放送アーカイブ活用・

公開状況を見ていこう。①放送での再利用，
②番組公開ライブラリー，③インターネット配
信，④その他のさまざまな活用，に大別して
概観する。

①放送（再放送）

2000年に総合テレビで『NHKアーカイブ
ス』がスタート。その後，続 と々アーカイブ放
送枠が新設され，現在では『NHK映像ファイ
ル あの人に会いたい』『あの日 あのとき あの
番組』『プレミアムカフェ』を放送している。昭
和の人気番組『新日本紀行』の映像とともに， 
本放送当時の取材地を改めて訪ねて時代の移
り変わりを伝える『新日本紀行ふたたび』（2005
～ 12年放送）など，過去の番組を現在の視点

から捉え直す試みも盛んに行われている。こう
した番組を制作するにあたり，担当部署では
新たに専門のスタッフを雇用し，初回放送当時
の記録を手がかりに権利処理を行っている。

②番組公開ライブラリー

テレビ放送開始50周年の2003 年，埼玉県
川口市に番組保存と公開の拠点となる施設・
NHKアーカイブスが開設され，放送アーカイ
ブの一般公開に力を入れるようになった。「番
組公開ライブラリー」は，2007年度末までに
全国のNHK放送局やNHK放送博物館など
に配備され，訪問者に公開されている。視聴
できるのは権利処理が完了したテレビ・ラジオ
約1万番組。この15 年間での累計利用者数は
238万人余りである。

③NHKオンライン・NHKオンデマンドでの

　インターネット配信

「NHKオンライン」での無料動画配信は
年々増加している。ただし，動画の大半は放
送の一部分を抜き出したもの（クリップ）であ
る。ネットでの動画視聴の傾向に沿うものであ
る反面，権利処理ができなかった場面は配信
から除外している実情もある。

動画配信は，各番組のホームページをはじ
め，特設サイトでは教育コンテンツに特化した

「NHK for School」17）や，放送とは違う角度
から魅力を伝える「NHK1.5チャンネル」18）な
ど，多様化が進んでいる。

放送アーカイブの発信そのものが看板の
「NHKアーカイブスポータルサイト」19）では，
約1万5,000本のクリップを配信する。太平洋
戦争や東日本大震災の記憶と記録を後世に伝
え残すための証言映像集や，NHKの映像・
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NHKデジタルアーカイブスポータルサイト

NHK回想法ライブラリー

音声素材（約5,300本）をユーザーが
自由に加工してオリジナル作品を創作
できる「NHKクリエイティブ・ライブラ
リー」20）など，新たな切り口でのアーカ
イブ活用が行われている。

NHKオンラインにある動画の大半
がクリップであるのに対し，番組全編
を視聴できるのが，2008 年にスター
トした国内向けの有料配信サービス

「NHKオンデマンド（NOD）」である。
権利処理も全編にわたって必要となり，かつ
有料配信となると権利者へ支払う対価の金額
交渉も時として難航する。NODの「特選ライ
ブラリー」の提供本数は約6,000タイトル。開
設当初は1年間の配信として始まったが，それ
ぞれの番組の権利者との契約によって配信の
期間は異なる。

④認知症のリハビリなどのさまざまな形での活用

インターネット配信とともに，いま，放送アー
カイブは，多様な分野での活用が進んでいる。

その一つに，「NHK回想法ライブラリー」21）

がある。「回想法」とは，懐かしい映像などを
視聴して語り合うことで，認知症患者のリハビ
リテーションや高齢者の認知症予防として期待
される心理療法だ。NHKは2015年から，
専門の医療機関と連携し，対象となる高
齢者の子ども時代や青春時代に放送さ
れた番組をピックアップして，動画配信や
DVDの提供を開始した。ほかにも，過
疎や高齢化など，地域の課題解決のヒン
トに，放送アーカイブを役立ててもらおう
と立ち上がった「NHK地域づくりアーカ
イブス」22）がある。

いまや放送アーカイブは，単に，昔の

懐かしい番組を，あるいは見逃した番組を視
聴する機会を作ることのみにとどまらない。放
送局が保有する映像資産を，多様な用途で利
用してもらうことで，新たな文化的価値の発
見や，社会問題解決につながる可能性を秘め
た，大きなミッションを担っている。とはいえ，
NHKが保有する番組，約100万本に対し，い
ま人々が自由に視聴できるのは，権利処理を
クリアしたわずか数％であるのが現状だ。

唯一，例外がある。学術論文を執筆する目
的で，大学などの研究者が放送番組を閲覧で
きる「NHK学術利用トライアル」23）だ。この利
用については，保存番組のうち，約65万本が
視聴可能である。だが，そのためには，研究
テーマの審査を受け，採択される必要がある。



10 AUGUST 2018

視聴場所も東京のNHK放送博物館とNHK
大阪放送局の2か所のみで，なおかつ，期間
は最大 20日。かなり条件を限定した環境下で
視聴を可能にしている。

放送アーカイブを広く一般公開するために
は，権利者の許諾が何より必要であり，その
ハードルは思いのほか高い。

4-3  権利処理実務の現場
東京・九段の靖国神社のほど近くにオフィス

を構える株式会社シュヴァンは，主に映像コン
テンツの再利用や保存・公開のための権利処
理を行っている。NHKとその関連団体，民放
連加盟各社をはじめ多くの取引先を持つ。会
社案内のパンフレットの表紙には「映像の著
作権等権利処理実務のエキスパート」と大きく
記載されている。前述のNHKの放送アーカイ
ブ活用でも，その多くの権利処理をここに依
頼している24）。

実務の様子を覗いてみよう。なお，ケースに
よって作業手順などは柔軟に変更されるため，
紹介するのはあくまで一例である。

まず，シュヴァンのスタッフは，対象となる
番組の動画を視聴しながら，1カットごとに著
作物の有無を記した一覧表を作成する。同時
に，放送当時の権利関係情報を記録した資料
と照らし合わせ，権利者の氏名や連絡先の有
無を確認する。最近の番組ならともかく，20
年以上前のものとなると主要な登場人物以外
の情報の記載はなく，不明権利者が続 と々浮
かび上がる。ここからが彼らの腕の見せ所。
実に粘り強い権利者探索が始まる。

以下，不明権利者のケースごとに事例を紹
介する。

①そもそも権利者が誰なのかがわからない

番組には，ほとんどすべてに，かつ大量に
音楽が使用されている。シュヴァンのスタッフ
は探索の困難事例の第一に「音楽の不明権利
者」を挙げる。

他の権利者の場合，番組内で紹介された
り，エンドロールで表示されるなど，氏名だけ
でも判明することはある。だが，BGMとなる
と，個別の楽曲名とその作詞・作曲者名はど
こにも出てこない。比較的最近の番組であれ
ば，JASRAC等への楽曲使用報告書（いわ
ゆる「キューシート」）の記載も徹底されている
ので確認は容易だが，昭和の時代の番組とな
ると，キューシートは「なくて当たり前」だと彼
らは言う。

かつて，10 年ほど前までは，NHK放送セ
ンターのレコードとCDの保管庫へ出向いて，
ある程度目星をつけて1曲ずつ聴いて探して
いた。だがそれは，アーカイブ活用がまだ少
なかった時代の話だ。注文が次々舞い込む現
在，そんな時間的余裕はない。

スタッフの一人は，試しにスマートフォンの
「音声聞き取りアプリ」を使ってみることにし
た。番組の音声（楽曲の音）を大音量で流し，
スマホをかざしてアプリに聞き取らせると，比
較的新しい楽曲であれば「たまに，ですが…
楽曲名がヒットすることがあるんですよ」と笑
いながら語る。

また，不明権利者が多発しやすい著作物と
して「写真」がある。音楽同様，撮影者（権
利者）が誰であるかの情報が，番組に表示さ
れないことが多いのだ。報道機関やプロカメ
ラマンが撮影したものなら比較的容易に権利
者にたどり着けるが，一般人の，家庭でのス
ナップ写真なども番組では多数使用されてお
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り，そうしたアマチュア作品であっても撮影者
はれっきとした権利者である。実際，裁判で
アマチュアのスナップ写真の無断使用が著作
権侵害と認められた例もある 25）。

スタッフは，まず，番組でその写真が使わ
れた状況を類推する。撮影したのは親類や友
人，地域の写真館と思われるものは多いが，
スナップ写真でも，撮影技術の高さをうかが
わせるものは，プロの作品の可能性もある。
写真が撮られた時期にそうした取材を受けた
形跡があるか，登場人物に関する史料にあた
り，権利者が判明する場合もある。

②権利者を特定できたが連絡先がわからない

著作者の氏名がわかった。その名を頼りに，
インターネット検索や，名鑑・年鑑など文献に
あたり次なる情報収集に動く。それでも連絡
先が判明しないケースも多々ある。

ある時，探していた権利者がかつて著書を
出版していたことまでがわかった。さっそくそ
の出版社を割り出し，電話をして事情を伝え，
権利者本人の連絡先を問い合わせた。しか
し，出版社側の答えは，「個人情報につき，お
教えすることはできません」であった。

こうした場合の頼みの綱となるのが，著作
者の死後50 年が経過しているか否かだ。権利
が消滅して権利処理不要，という可能性もあ
る。没年の調査には力が入る。

ある番組で，一人だけ，没年不明で連絡先
がつかめない外国人作家がいた。その番組は
全編公開を予定していたため，この作家だけ
許諾を得られないがために公開見送りになる
危惧もあった。

名前をキーワードにインターネット検索を続
けた末，著名人の系譜・墓碑を紹介するサイ

トにたどり着いた。「お墓参りに行ってきまし
た」というファンのブログも発見。墓の画像も
あった。急いで拡大して凝視すると，ややボ
ケてはいるが，墓石に刻まれた没年を確認で
きた。50 年以上前だったので，ようやくほっ
としたというエピソードもある。

③もとの権利者が死去している場合，権利継

承者が誰で，どこにいるのかがわからない

著名人でも「天涯孤独」な人は多いものだ。
存命中，あるいは死後しばらくまではかつて
の所属事務所などが窓口となることが多いが，
それから数年経っただけで，連絡先の手がか
りを失うケースは日常的に起きている。

現在シュヴァンでは，前掲の放送番組『NHK 
映像ファイル あの人に会いたい』を素材の
一部として2018 年 4月にオープンしたサイト

「NHK人物録」26）のための権利処理を行って
いる。『あの人に会いたい』を放送した当時は
権利処理がスムーズに進み，その際の相手方
の連絡先情報も手元にある。しかし放送から
数年しか経っていないものでも，すでに音信
不通となっているケースもある。

これに備えて，スタッフたちは日頃から新
聞の訃報欄に目を凝らす。目当ては「喪主」で
ある。妻か，子か。喪主が遺産相続人，す
なわち権利継承者の可能性が高い。インター
ネットの記事でキャッシュが残っていないかも
チェックする。昔の記事には喪主と併せて住
所が記載されていることもあり，一気に道が
開ける。しかし，その住所に手紙を送っても，
すでに転居したのか亡くなったのか，音沙汰
なし，ということも多々ある。

また，権利継承者が複数になっている場合
は，さらに困難が伴う。著作権は一般的に遺
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産として相続される。子の代ならまだしも，遺
言で継承者を特定していない限り，孫，ひ孫，
玄孫と，権利者は分割して増えてゆく。著作
物利用は権利者全員の許諾が必要なため，一
人残らず連絡をとらねばならない。また，相
続をめぐって係争中のケースも多々ある。空き
地の購入などで苦労した経験のある方はご理
解いただけるのではないか。

著作権保護期間が死後50 年から70 年に延
長されることで，権利処理のエキスパートたち
の，家系図作成にかかる手間は，さらに増え
ることになるだろう。

権利処理実務での苦労のエピソードはまだ
まだ尽きない。保護期間の延長が，権利者不
明問題の深刻化・長期化をもたらし，解決が
急務であることを大いに物語っている。

　

 5. 前編の小括
　　　　　  適正な保護期間とは?

「保護期間の延長は，わが国で自由に利用で
きるはずのコンテンツを《むざむざと》放棄するこ
とを意味し，《産業政策的観点からだけ》見れば，
期間延長は国益に反すると評価できよう。」

（中山信弘著『著作権法』2007年，有斐閣P344）

著作権保護期間延長は，権利者の保護を
強化することによって創作意欲を喚起する，と
いう主張も一方にはある。しかし，権利者と
利用者の保護のバランスを図るうえで，権利者
不明問題の解消も同時に検討されるべきだ。
放送アーカイブ，ひいてはあらゆるジャンルの
コンテンツは，利用されてこそ価値が出る。

本稿「“著作権70 年時代”と放送アーカイブ

活用」前編の内容を踏まえ，まとめに代えて所
感を記す。

①「有償公有期間」の可能性

戦後まもない1949（昭和24）年，旧著作権
法の全面改正に向けて，京都大学の勝本正
晃教授は改正法の試案を公表した。いわゆる

「勝本試案」だ。
勝本試案では，著作権を死後50 年間存続

するとしながら，初めの30 年間は「専属的に
保護」（許諾権あり）とし，後の20 年間は一定
の補償金を支払えば誰もが自由に使用できる

「有償公有期間」が示された 27）。この間，権
利継承者は報酬を受け取る権利のみに制限す
ることで利用促進につなげるものだ。

この案は，翌年から勝本氏を委員長として
始まった「著作権法改正案起草審議会」でも
取り上げられた。しかし，日本の主権回復と
GHQ占領統治の終結など，国内情勢の変動
にもまれ，審議会自体が開かれなくなってし
まった。同時に，勝本試案も埋もれていった。

有償公有期間の提案に，筆者は強く同意す
る。保護期間70 年のうち，初めの50 年は従
来通り許諾権を与え，あとの20 年を有償公有
期間とすれば，権利者不明作品の利用に弾み
がつくだろう。ひ孫，玄孫世代の継承者の権
利は制限されるが，コンテンツを《むざむざと》
放棄するよりは，明らかに公益的だろう。

②権利情報データベースのさらなる充実

権利者情報のデータベース整備は，今後
いっそう急がれる。そのためには，著作物の
ジャンルを横断して権利者団体，利用者団体，
もちろん放送局も連携しながら取り組む必要
を痛感する。放送局ごとに，あるいは番組ご
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とに，権利者情報の保存状況が大きく異なる
ことが，アーカイブの権利処理をより困難なも
のにしているのは確かだ。個人情報保護の観
点にも十分配慮しながら，共有できる情報網
の拡充が急がれる。

そのうえで，権利者不明であることが明らか
な著作物については，保護期間を「死後」で
はなく「公表後」とするなど，法制度による柔
軟な対応も検討に値するだろう。

次号掲載予定の後編では，現在議論されて
いる「拡大集中許諾制度」をはじめ，権利者
不明問題の解消に向けたさまざまな動向を伝
える。そのうえで，著作物が大量に流通する
時代，放送アーカイブの活用が求められる時
代に即した著作権制度のあり方について，さ
らに論究する。

（おおたか たかし）

注：
	 1）	正式名称は「環太平洋パートナーシップ協定の締

結及び環太平洋パートナーシップに関する包括
的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律の整
備に関する法律」。参加する11か国のうち6か国
が国内手続きを終えれば60日後に発効する。

	 2）	TPP関連法における著作権法改正では，そのほ
かに「一部非親告罪化」（権利者本人の告訴がな
くとも，一部のケースに限定して警察の捜査が可
能になる）や，「配信音源の放送・有線放送での
二次使用料請求権」「アクセスコントロールに関す
る制度整備」などがある。
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